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平成 16 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要        平成 15 年 11 月 14 日 
 

上場会社名  西部電機株式会社          上場取引所  大証(市場第二部)、福証 
コード番号   6144                本社所在都道府県  福岡県 
(URL http://www.seibudenki.co.jp) 
代   表   者 役職名 代表取締役社長  氏名 吉住 一成 
問合せ責任者 役職名 管理部長        氏名 藤岡 敬正      TEL(092)943-7071 
中間決算取締役会開催日 平成 15年 11 月 14 日      中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 15年 12 月 10 日        単元株制度の有無 有(1単元 1,000 株) 
 
１．15 年 9 月中間期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績       (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円    ％ 
15 年 9 月中間期         5,747    (  1.1)            19   (  －  )            15   (  － ) 
14 年 9 月中間期         5,687    (△5.9)         △ 75   (  －  )         △103   (  － ) 
15 年 3 月期        12,507           326           319 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 百万円    ％    円    銭 
15 年 9 月中間期         △ 54   ( － ) △ 3.91  
14 年 9 月中間期         △323   ( － ) △21.55  
15 年 3 月期         △359 △24.12  
 (注)①期中平均株式数  15 年 9 月中間期 14,058,777 株  14 年 9 月中間期 15,015,221 株  15 年 3 月期 14,918,370株         
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 1 株当たり 

中間配当金 
1 株当たり 
年間配当金 

 
 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

円  銭 
 2.00 
 2.00 

円  銭 
    － 
    － 

 

15 年 3 月期      －      4.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
       21,057 
       21,251 

百万円 
         9,764 
         9,616 

％ 
     46.4 
     45.2 

円   銭 
694.68 
643.84 

15 年 3 月期        20,722          9,459           45.6 672.80 
 (注)①期末発行済株式数  15 年 9 月中間期 14,056,732 株  14 年 9 月中間期 14,936,780 株  15 年 3 月期 14,059,991 株 
     ②期末自己株式数    15 年 9 月中間期  1,103,268 株  14 年 9 月中間期    223,220 株  15 年 3 月期 1,100,009 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

1 株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

通 期 
百万円 

    13,320 
百万円 

        635 
百万円 

        210 
円 銭 

     2.00 
円 銭 

  4.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   14 円 94 銭 
（注）業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものです。 
  予想には不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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